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は じ め に

東京都教育相談センターは、平成21年に「学校問題解決サポートセンター（以下「当センター」と

いう。）」を設置し、学校と保護者や地域住民との間で生じた学校だけでは解決困難な問題について、

学校、保護者及び地域住民等からの相談に応じるほか、様々な事業を展開してまいりました。平成20

年６月の調査では、都内全公立学校の約９％に当たる学校で、理不尽な要求が繰り返し行われ、学校

での対応に限界を感じているという実態が指摘されておりました。このため、「学校問題の解決のた

めの手引（以下「手引」という。）」は、こうした理不尽な要求等を繰り返す、学校が対応することが

困難な保護者等への学校の向き合い方を支援するために、平成22年３月に作成されました。

現在、発足から約10年が経ち、これまでに累計5,856件の相談が当センターに寄せられました。当

センターでは、昨今の学校問題の特色をより実態に即して把握するために、令和２年度から学校問題

の定義のうち「理不尽な要求等が繰り返し行われる」を「学校制度上・教育指導上対応が困難な要求

等が繰り返し行われる」と改め、本格的な調査を実施してきました（Ｐ４参照）。令和３年度に実施

した実態調査の結果では、都内公立学校の約12％に当たる学校で学校問題が発生している状況です（Ｐ

69参照）。

当センターに寄せられた数多くの相談事例を検討していくと、保護者等の相談の中には、切実な要

求が潜在していることに気付くことがあります。初期の段階で、学校が保護者等や子供の声を傾聴し、

学校に要望するに至った事情や背景を理解していれば、より丁寧に保護者等や子供の声に対応するこ

とができ、問題がこじれずに済んだと思われる事例も多くありました。

また、社会状況の変化として、近年、学校に関係する法令が整備され、学校が法律を意識して学校

経営や学級経営を行う重要性が高まってきました。例えば、いじめや障害者関連法の制定、児童虐待

への対応、個人情報保護法に基づく開示請求への対応等、学校が法的に適切に対応しなければならな

い場面が多くなっています。

一方、学校を取り巻く状況も変化してきています。学校における働き方改革、子供等のＳＮＳの利

用拡大、学習端末の普及によるリモート授業等の新たな対応が求められるとともに、スクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカーの導入、要保護児童対策地域協議会の設置、学校サポートチー

ムの制度の導入等、専門家を活用した学校運営が求められています。

本手引は、こうした学校を取り巻く状況の変化を踏まえて、全ての子供一人一人の最善の利益を図

る視点から、令和３年６月から同年12月にかけて開催した手引改訂委員会での専門家有識者の度重な

る議論を経て、学校問題解決に向けた初期対応に必要な視点をまとめたものです。本手引が、学校と

保護者等、子供たちとの連携強化のために広く活用されることを願っております。

令和４年３月

東京都教育相談センター所長

黒　崎　　一　朗
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